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科　　　　　　目

資産の部
Ⅰ　流動資産
　現金及び預金 3,137,513,085
  貯蔵品 15,360
　未収金 18,099,389
　前払費用 3,549,717
　未収収益 105
　　　　流動資産合計 3,159,177,656
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産
　　　車両運搬具 3,263,149
　　　　車両運搬具減価償却累計額 △ 2,478,340 784,809
　　　工具器具備品 415,683,004
　　　　工具器具備品減価償却累計額 △ 156,781,503 258,901,501
　　　リース資産（工具器具備品） 4,004,764,176
　　　　リース資産減価償却累計額 △ 3,053,036,748 951,727,428
　　　　有形固定資産合計 1,211,413,738
　２　無形固定資産
　　　ソフトウェア 51,814,342
　　　電話加入権 869,400
　　　　無形固定資産合計 52,683,742
　３　投資その他の資産
　　　長期前払費用 1,335,092
　　　　投資その他資産合計 1,335,092
　　　　固定資産合計 1,265,432,572

　　　　　資産合計 4,424,610,228

負債の部
Ⅰ　流動負債
　未払金 1,542,019,684
　未払費用 1,678,839
　預り金 27,987,416
　短期リース債務 495,682,537
　　　　流動負債合計 2,067,368,476
Ⅱ　固定負債
　資産見返運営費交付金 309,434,145
　資産見返物品受贈額 2,935,907
　長期リース債務 542,156,177
　　　　固定負債合計 854,526,229
　　　　　負債合計 2,921,894,705
純資産の部
Ⅰ　資本金
　　　資本金 0
Ⅱ　資本剰余金
　　　資本剰余金 0
Ⅲ　利益剰余金
　　　積立金 603,307,980
　　　当期未処分利益 899,407,543
  　　（うち当期総利益  899,407,543）
　　　　利益剰余金 1,502,715,523
　　　　　純資産合計 1,502,715,523

　　　　　負債・純資産合計 4,424,610,228

金　　　　　額

貸　借　対　照　表
（平成20年3月31日現在）

(単位：　円)
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科　　目

経常費用

　業務費

　　給与手当 5,405,202,007

　　退職金 1,365,912,501

　　法定福利費 613,817,789

　　消耗品費 85,270,657

　　賃借料 170,449,628

　　保守料 148,399,237

　　修繕費 7,020,986

　　減価償却費 641,061,023

　　研修費 5,992,465

　　外注委託費 290,126,986

　　旅費交通費 6,576,914

　　通信運搬費 15,567,260

　　水道光熱費 53,041,905

　　その他の業務費 641,712 8,809,081,070

　一般管理費

　　役員報酬 52,904,449

　　給与手当 523,046,299

　　退職金 44,133,222

　　法定福利費 62,245,066

　　福利厚生費 7,388,222

　　消耗品費 15,890,806

　　賃借料 2,136,897

　　保守料 22,541,683

　 　　修繕費 6,085,731

　　減価償却費 30,954,841

　　研修費 3,339,323

　　外注委託費 83,113,960

　　旅費交通費 4,366,494

　　通信運搬費 1,650,303

　　水道光熱費 7,728,927

　　広告宣伝費 17,908,290

　　その他の一般管理費 1,107,715 886,542,228

　財務費用

　　支払利息 39,259,588

　　　　　経常費用合計 9,734,882,886

経常収益

　　運営費交付金収益 10,525,128,634

　　資産見返運営費交付金戻入 85,417,945

　　資産見返物品受贈額戻入 2,687,781

　　受託収入 20,722,669

　　その他経常収益 489,538 10,634,446,567

　財務収益

　　受取利息 1,144

　　　　　経常収益合計 10,634,447,711

　　　　　　経常利益 899,564,825

臨時損失

　　固定資産除却損 833,910

　　その他臨時損失 157,282

　　　　　臨時損失合計 991,192

臨時利益

　　資産見返物品受贈額戻入 833,910

　　　　　臨時利益合計 833,910

当期純利益 899,407,543

目的積立金取崩額 0

当期総利益 899,407,543

金　　額

損益計算書
（平成19年4月1日　～　平成20年3月31日）

(単位：円)
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利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類 
（平成 20年 6月 30日） 

          
                             （単位：円） 

 

Ⅰ 当期未処分利益                          899,407,543

      当 期 総 利 益               899,407,543 

 

 

Ⅱ 利 益 処 分 額                        

      積 立 金                         899,407,543 
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 864,246,075
人件費支出 △ 7,476,525,874
運営費交付金収入 9,066,873,000
受託収入 27,469,784
その他の収入 489,878

　 小計 754,060,713

利息の支払額 △ 40,468,940
利息の受取額 1,184
業務活動によるキャッシュ・フロー 713,592,957

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 9,194,010
無形固定資産の取得による支出 △ 6,123,096
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 15,317,106

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 618,430,764
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 618,430,764

Ⅳ　資金に係る換算差額 0

Ⅴ　当期資金増加額 79,845,087

Ⅵ　資金期首残高 3,057,667,998

Ⅶ　資金期末残高 3,137,513,085

キャッシュ・フロー計算書
（　平成19年4月1日　～　平成20年3月31日　）

（単位：円）
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科　　　　　目

Ⅰ　業務費用

　　　　損益計算書上の費用

　　　　　業務費 8,809,081,070

　　　　　一般管理費 886,542,228

　　　　　財務費用 39,259,588

　　　　　臨時損失 991,192 9,735,874,078

　　　（控除）

　　　　　受託収入 △ 20,722,669

　　　　　その他経常収益 △ 489,538

　　　　　財務収益 △ 1,144 △ 21,213,351

　　　　業務費用合計 9,714,660,727

Ⅱ　引当外賞与見積額 △ 10,020,902

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 △ 578,951,274

Ⅳ　機会費用

　　　　国有財産無償使用の機会費用 403,342,648

Ⅴ　行政サービス実施コスト 9,529,031,199

行政サービス実施コスト計算書
（平成19年4月1日　～　平成20年3月31日）

金　　　　　額

(単位：　円)
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注  記 
 
Ⅰ 重要な会計方針 
  会計の処理及び財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利

益の処分に関する書類、行政サービス実施コスト計算書及び附属明細書）の作成につい

ては、平成 11年 4月 27日の中央省庁等改革推進本部決定に基づき行われた独立行政法
人の会計に関する研究の成果として公表された基準（平成 19 年 11 月の改訂を含む。以
下「基準」という。）及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しておりま

す。 
 
１．運営費交付金収益の計上基準 

   退職手当及び業務部門の非常勤職員手当を除く人件費については、期間の進行によ

り運営費交付金債務を収益として計上する方法（期間進行基準）を採用しております。 
その他の費用につきましては、業務のために支出した費用相当額を限度として収益

計上する方法（費用進行基準）を採用しております。 
（追加情報） 
当事業年度は中期目標期間の最終年度であるため、精算のための収益化も行っており

ます。 
  この結果、経常利益及び当期純利益は 802,684,545円増加しております。 

     
２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
車両運搬具  ６年 
工具器具備品 ４年～２０年 

   （会計方針の変更） 
    当事業年度から法人税法の改正に伴い平成 19年 4月 1日以降取得の有形固定資産

については、改正後の法人税法に規定する償却方法に変更しております。 
    これに伴う経常利益及び当期純利益に与える影響額は軽微であります。 
   （追加情報） 
    当事業年度から、法人税法の改正に伴い、平成 19年 3月 31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却を行

う方法を採用しております。 
    これに伴う経常利益及び当期純利益に与える影響額は軽微であります。 
      
（２）無形固定資産   

定額法を採用しております。 
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５
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年）に基づいております。 
 

３．引当金の計上基準 
退職手当及び賞与に関する引当金については、基準第 17「引当金」第 2項において
「法令、中期計画等に照らして客観的に財源が措置されていると明らかに見込まれる

将来の支出については、引当金を計上しない。」とされており、当法人の退職手当及び

賞与に係る引当金は、財源措置をしているため計上しておりません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、当期

末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額を計

上しております。 
 

 ４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   貯蔵品は、移動平均法を採用しております。 

 
５．リース取引の処理方法 
ファイナンス・リースにより使用しているリース資産は、通常の売買取引に係る方

法に準じて会計処理を行っております。 
また、減価償却については、償却期間をリース期間に合わせて、行っております。 
オペレーティング・リースにより使用している資産は、賃貸借取引として会計処理

をしております。オペレーティング・リース契約は、中途解約が可能です。 
 
 ６．法人税 

当法人は、法人税法第２条第５号で定める公共法人であり、同法第４条第３項の規

定により、法人税を納める義務はありません。 
 
７．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
なお、当法人は、消費税法その他関連法令により、平成 19年度については、消費税
の免税事業者となっております。 

 
 

Ⅱ ファイナンス・リース債務（利息相当額を除く） 
貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料   495,682,537円 

  貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料  542,156,177円 

 
 
Ⅲ 貸借対照表の注記事項 
１．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見込額 7,577,997,839円 
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 ２．当期の運営費交付金による財源措置が手当されない賞与の見込額 442,558,255円       
 
 
Ⅳ 損益計算書の注記事項 
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、5,292,772円であり、当該影響額
を除いた当期総利益は 894,114,771円です。 

 
 

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書の注記事項 
１．資金期末残高の貸借対照表科目別内訳 
現金及び預金     3,137,513,085円 

２．重要な非資金取引 
ファイナンス・リースによる資産の取得 
工具器具備品     67,686,708円 

 
 
Ⅵ 行政サービス実施コスト計算書の注記事項 
  国有財産無償使用の機会費用は、近隣のビルの賃貸料等を参考に計算しております。 
 
 
Ⅶ セグメント情報 
  単一セグメントのため、区分開示すべきセグメントはありません。 
 
 
Ⅷ 重要な債務負担行為 
該当事項はありません。 
 
 

Ⅸ 重要な後発事象 
  該当事項はありません。 


